様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　3月　15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）     かぶしきがいしゃさんわ    
一般事業主の氏名又は名称        　株式会社サンワ         
（ふりがな） しものよしあき     
（法人の場合）代表者の氏名  霜野祥章　    印   
住所　〒577-0024
大阪府東大阪市荒本西4-4-14
法人番号　5122001003329
　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社サンワ　コーポレートサイト
「DXに関する取り組み」

	公表日
	　　　2023　年　　8月　　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイトに掲載
DXに関する取り組み
https://www.crafteriaux.co.jp/dx
掲載箇所：ページ冒頭の「株式会社サンワのDX方針」内

	記載内容抜粋
	これまで当社は、商品を購入頂くお客様のご愛顧と、商品を提供頂くメーカー様のご厚意により、学校向け総合教材メーカーとして、創業以来 60 年に渡り大きな発展を遂げてまいりました。
しかし昨今、情報技術の進化により社会を取り巻く環境は大きく変化しています。そのため、教育業界もこれまで以上の変化への対応力や付加価値の創造力が求められています。
このような環境下で、当社は『子どもたちの喜ぶ顔が見たくて』をスローガンに高品質なICTサービスをお客様に提供するため、自らDXを実践し業務効率化やコスト削減に留まらない生産性向上などの改革に取り組み、クラウドやAI・IoTといった先端技術を活用し、事業の変革を行い企業価値を高めていきます。

今後も自社のDX推進を図るとともに、学校が抱えるさまざまな課題をICTサービスで解決することで、豊かな情報化社会の実現に貢献します。

以下の方針を掲げ DX を推進していくことで、子供たちの学びの場に対してさらなる貢献を目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、役員会の決議に基づき作成し、代表取締役社長のメッセージとして公表する。
当社における役員会とは、社長・部長・課長が出席する意思決定のための会議であり、他社の取締役会に準ずる会である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社サンワ　コーポレートサイト
「DXに関する取り組み」 

	公表日
	　　　2023　年　　8月　　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表 https://sanwa.app.box.com/s/4328nrp0q0zqbmcdsdt4x4bxfvzjlx0m/file/1354362602058
記載箇所：「DXに関する取り組み」より「■デジタル技術活用戦略」内

	記載内容抜粋
	当社は中長期戦略目標としてデジタル技術を活用していくために、2023 年度から 2026 年度に向け、取り組みの達成度を測る指標を設定しております。その達成のため、下記DXの取り組みを実行します。
①ソフトウェア型ロボットの導入による業務の効率化
・定型業務を自動化にすることによって、他の業務に時間を充てる。
・社内でウィンアクターの講習会を開催。
②集金関連業務システムの提供
・学校に関わる集金関連業務をキャッシュレス化するシステムを提供。
③基幹システムデータの活用・分析による営業生産性向上と顧客ニーズの把握
・基幹システムのデータ収集によって、顧客の購入時期や前年実績を記録。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、役員会の決議に基づき作成し、代表取締役社長のメッセージとして公表する。
当社における役員会とは、社長・部長・課長が出席する意思決定のための会議であり、他社の取締役会に準ずる会である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://sanwa.app.box.com/s/4328nrp0q0zqbmcdsdt4x4bxfvzjlx0m/file/1354362602058
記載箇所：「DXに関する取り組み」より「■DX推進体制」内

	記載内容抜粋
	2023年5月に新設されたDXプロジェクトは、社内のDX推進を行うとともに指標の設定と効果検証を行い、全社DX活動を牽引する役割を担います。 このDXプロジェクトでは、代表取締役社長が総責任者として指揮を執り、各事業やグループ会社、外部協力会社とも必要に応じて連携することで、組織全体が一体となったDXの推進を行います。具体的な人材の育成・確保については、社内公募制を実施し部門の境界なく様々な部署から担当者を選出することで、社員一人一人が当事者意識をもってDX推進に取り組む体制を整え、 先進技術を活用するシステム構築のリスキリングと各種研修制度によりDX人材としての育成を行い、半年に一回目標を立て、月一回役員へ目標の進捗状況及び課題共有の発表を行います。この仕組みにより、迅速な意思決定による機敏な活動が可能となります。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://sanwa.app.box.com/s/4328nrp0q0zqbmcdsdt4x4bxfvzjlx0m/file/1354362602058
記載箇所：「DXに関する取り組み」より「■最新のデジタル技術を活用するための環境整備」内


	記載内容抜粋
	① データおよび業務システム基盤としての「クラウドファースト」
② ネットワークアーキテクチャ設計における「セキュリティファースト」
③ 旧世代の開発言語によるスクラッチ開発システムの削減
④ データ保全のための自動および遠隔バックアップ
⑤ システム間データ連携の自動化（RPAおよびAPI連携）
⑥ 外部システム会社との連携




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社サンワ　コーポレートサイト
「DXに関する取り組み」

	公表日
	　　　　2023　年　　8月　　31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://sanwa.app.box.com/s/4328nrp0q0zqbmcdsdt4x4bxfvzjlx0m/file/1354362602058
記載箇所：「DXに関する取り組み」より「■DXの指標」内

	記載内容抜粋
	デジタル技術を活用していくにあたり、2023 年度から 2026 年度に向け、取り組みの達成度を測る指標を設定します。
1. 社内のチャットツールの利用率 100％を維持します。
2. 取引先との打合せにてWEB会議システムの活用比率 20％を目指します。
3. RPAによる自動化削減時間を月額50万円を目指します。
4. 学校モール(弊社が提供する集金関連業務システム)利用者数を30万人に設定して公立小中学校のDX化に貢献します。
5. DX化人材を1人から4人にします。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　8月　　31日


	発信方法
	コーポレートサイトに掲載
DXに関する取り組み
https://www.crafteriaux.co.jp/dx
掲載箇所：ページ冒頭の「株式会社サンワのDX方針」内

	発信内容
	このたび株式会社サンワは、DX(デジタルトランスフォーメーション)に関する取り組みについて、プランおよび組織・体制に関する方針を定めました。
これまで当社は、商品を購入頂くお客様のご愛顧と、商品を提供頂くメーカー様のご厚意により、学校向け総合教材メーカーとして、創業以来 60 年に渡り大きな発展を遂げてまいりました。
しかし昨今、情報技術の進化により社会を取り巻く環境は大きく変化しています。そのため、教育業界もこれまで以上の変化への対応力や付加価値の創造力が求められています。
このような環境下で、当社は『子どもたちの喜ぶ顔が見たくて』をスローガンに高品質なICTサービスをお客様に提供するため、自らDXを実践し業務効率化やコスト削減に留まらない生産性向上などの改革に取り組み、クラウドやAI・IoTといった先端技術を活用し、事業の変革を行い企業価値を高めていきます。
今後も自社のDX推進を図るとともに、学校が抱えるさまざまな課題をICTサービスで解決することで、豊かな情報化社会の実現に貢献します。
以下の方針を掲げ DX を推進していくことで、子供たちの学びの場に対してさらなる貢献を目指します。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2023年　11月


	実施内容
	「DX推進指標」による自己診断を実施。
「DX推進指標自己診断フォーマット」に診断結果を記入したものをDX推進ポータルに提出しています。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2021　年　11月　～　　継続中


	実施内容
	2021年に情報セキュリティマネジメントシステムに関する国際企画(ISO/IEC27001)を準拠し、継続して情報および情報システム基盤に置けるセキュリティ(機密性、完全性、可用性)対策を実行している。
また、2023年にSECURITY ACTION(二つ星)を宣言している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

